
2020/6/19

大阪支社
大阪市西区靭本町１-6-18

TEL:06－6441－3100（情報部）

URL: https://www.tdb.co.jp

 

1 ©TEIKOKU DATABANK, LTD. 

 

はじめに 

 市場環境の変化や人手不足、後継者不足など企業を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続

いている。そのようななか、近年大阪では好調なインバウンド需要に支えられ、緩やかながらも

経済の回復基調が続いていた。2019 年 6 月にＧ20 大阪サミット 2019 が開催されたほか、2025 年

には大阪・関西万博の開催が予定されるなど、大阪の魅力発信によりビジネスチャンスの拡大は

大いに期待されている。 

 帝国データバンク大阪支社では、2019 年に大阪府へ本社所在地の転入が判明した企業および大

阪府から転出が判明した企業（個人事業主、非営利法人等含む）を、企業概要データベース「COSMOS2」

（約 147 万社収録）から抽出。移転年別と転入元・転出先、業種別、年商規模別に集計・分析を行

った。 

 

 

※本社とは、本社機能（事務所等）の所在する事業所を指し、商業登記の本店所在地と異なるケースがある 

 

 

 

 

 

 

特別企画：大阪府・本社移転企業調査（2019 年） 

大阪府への転入企業は 160 社、転出企業は 237 社 

38 年連続で転出超過 

調査結果（要旨） 

1. 2019 年に大阪府へ転入した企業は 160 社、転出した企業は 237 社となり、1982 年以降 38 年

連続の転出超過となった 

2.  転入元は、兵庫県が 52 社（構成比 32.5％）で最多。以下、東京都（28 社）、京都府（19 社）、

奈良県（10 社）、滋賀県（6社）が続く。近畿 5府県からの転入が 56.3％を占めた。他方、

転出先は、兵庫県が 74 社（構成比 31.2％）で最多となった 

3. 業種別では、転出・転入企業社数ともにサービス業が最多。転出超過社数は製造業が 28 社

で最多となった 

4. 年商規模別では、転入・転出企業社数ともに年商 10 億円未満の企業が約 8割を占めた 
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1．年別推移 ― 38 年連続で転出超過 

 2019 年に大阪府へ転入した企業は 160 社判明した。2006 年と並んで 1981 年以降で 5 番目に多

い水準となり、2年連続で 160 件以上となったものの、2年ぶりに減少に転じた。他方、転出した

企業は 237 社となり、前年（191 社）から 46 社増加し、6 年ぶりに 230 件を超えた。この結果、

転出超過社数は 77 社で、1982 年以降 38 年連続の転出超過となった。都道府県別では、大阪府は

転出超過社数が全国最多となった。 
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都道府県別 転入・転出企業数（2019 年 転入超過社数順） 

都道府県 転出 転⼊

「転⼊」-
「転出」

（△は転出
超）

都道府県 転出 転⼊

「転⼊」-
「転出」

（△は転出
超）

都道府県 転出 転⼊

「転⼊」-
「転出」

（△は転出
超）

（社） （社） （社）

神奈川県 188 236 +48 ⼭形県 3 5 +2 富⼭県 8 4 △4

千葉県 96 131 +35 和歌⼭県 11 13 +2 ⿅児島県 11 7 △4

埼⽟県 155 187 +32 ⾼知県 2 4 +2 宮城県 22 17 △5

兵庫県 78 100 +22 宮崎県 8 10 +2 島根県 7 2 △5

奈良県 17 34 +17 秋⽥県 3 4 +1 ⿃取県 6 0 △6

茨城県 23 34 +11 福井県 3 4 +1 岡⼭県 14 8 △6

愛知県 62 71 +9 ⼭梨県 7 8 +1 ⼭⼝県 15 9 △6

福島県 9 17 +8 愛媛県 6 7 +1 ⻑崎県 11 5 △6

静岡県 19 27 +8 熊本県 8 9 +1 ⼤分県 12 4 △8

福岡県 59 66 +7 沖縄県 8 9 +1 ⽯川県 11 1 △10

⻑野県 11 16 +5 新潟県 8 8 +0 三重県 26 16 △10

徳島県 1 6 +5 岩⼿県 7 6 △1 滋賀県 29 18 △11

⻘森県 3 7 +4 ⾹川県 10 9 △1 北海道 27 9 △18

群⾺県 20 24 +4 栃⽊県 20 18 △2 東京都 629 580 △49

京都府 47 50 +3 岐⾩県 20 17 △3 ⼤阪府 237 160 △77

佐賀県 10 13 +3 広島県 24 21 △3

大阪府の企業移転動向（1981～2019 年）
年 転⼊ 転出

「転⼊」-
「転出」

（△は転出

（社）

1981 111 71 40

1982 55 100 △ 45

1983 64 120 △ 56

1984 67 107 △ 40

1985 75 111 △ 36

1986 62 126 △ 64

1987 55 148 △ 93

1988 83 150 △ 67

1989 70 157 △ 87

1990 99 159 △ 60

1991 93 139 △ 46

1992 116 190 △ 74

1993 71 204 △ 133

1994 106 264 △ 158

1995 183 215 △ 32

1996 128 214 △ 86

1997 120 252 △ 132

1998 130 242 △ 112

1999 121 307 △ 186

2000 143 253 △ 110

2001 135 269 △ 134

2002 135 312 △ 177

2003 144 292 △ 148

2004 150 239 △ 89

2005 164 252 △ 88

2006 160 284 △ 124

2007 132 251 △ 119

2008 149 238 △ 89

2009 146 256 △ 110

2010 156 244 △ 88

2011 155 251 △ 96

2012 164 218 △ 54

2013 156 232 △ 76

2014 141 198 △ 57

2015 146 210 △ 64

2016 157 210 △ 53

2017 145 206 △ 61

2018 174 191 △ 17

2019 160 237 △ 77
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2．転入元・転出先動向 ― 転入元は近畿 5 府県が 56.3％を占める 

2019 年に大阪府へ転入した企業の転入元は 25 都道府県に広がる。内訳をみると、兵庫県が 52

社（構成比 32.5％）で最多となった。以下、東京都（28 社、同 17.5％）、京都府（19 社、同 11.9％）、

奈良県（10 社、同 6.3％）、滋賀県（6 社、同 3.8％）が続き、近畿 5府県からの転入が 56.3％、

東京都を含めると 73.8％を占めた。 

他方、2019 年に大阪府から転出した企業の転出先は 25 都府県判明し、兵庫県が 74 社（構成比

31.2％）で最多となった。

以下、東京都（62 社、同

26.2％）、奈良県（27 社、

同11.4％）、京都府（21社、

同 8.9％）、和歌山県（12

社、同 5.1％）などが上位

となり、近畿 5 府県への

転出が 58.6％、東京都を

含めると 84.8％を占め、

大阪府への転入、大阪府

からの転出は東京都およ

び近畿各県で大半を占め

る。 

 

 

大阪府への転入元と大阪府からの転出先（都道府県別上位） 

構成⽐ 社数 構成⽐ 構成⽐ 社数 構成⽐

（社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％）

1位 1位 兵庫 52 (△16) 32.5 68 39.1 1位 1位 兵庫 74 (+18) 31.2 56 29.3

2位 2位 東京 28 (△1) 17.5 29 16.7 2位 2位 東京 62 (+15) 26.2 47 24.6

3位 3位 京都 19 (△0) 11.9 19 10.9 3位 4位 奈良 27 (+6) 11.4 21 11.0

4位 4位 奈良 10 (△1) 6.3 11 6.3 4位 3位 京都 21 (+2) 8.9 19 9.9

5位 8位 滋賀 6 (+3) 3.8 3 1.7 5位 6位 和歌⼭ 12 (+7) 5.1 5 2.6

6位 17位 三重 5 (+4) 3.1 1 0.6 6位 愛知 7 (+7) 3.0 0 0.0

7位 5位 愛知 4 (△2) 2.5 6 3.4 7位 11位 福岡 5 (△1) 2.1 6 3.1

7位 北海道 4 (+4) 2.5 0 0.0 7位 8位 滋賀 5 (△0) 2.1 5 2.6

9位 17位 ⿅児島 3 (+2) 1.9 1 0.6 9位 7位 神奈川 3 (△2) 1.3 5 2.6

9位 11位 福岡 ほか 3 (+1) 1.9 2 1.1 10位 28位 熊本 ほか 2 (+1) 0.8 1 0.5

160 (△14) ― 174 ― 237 (+46) ― 191 ―

[注1] ⽮印は2018-19年間の順位の変動を⽰す [注2] （）内は2018-19年間の社数の変動を⽰す
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熊本 宮崎

⿅児島
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島根

広島

愛媛

⾼知

北海道

沖縄

⻘森

秋⽥ 岩⼿
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佐賀
岡⼭
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千葉

⽯川 富⼭

⼤阪から
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⼤阪 企業移転動向
総数 397社 転⼊ 160社 転出 237社
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3．業種別 ― 転入・転出企業の両方で 3 割超えの「サービス業」が最多 

2019 年に大阪府へ転入した企業を業種別にみると、サービス業が 56 社（構成比 35.0％）で最

多となった。前年との比較では、不動産業と小売業の 2 業種は前年から増加したものの、製造業

を筆頭に 6業種は前年から減少した。 

転出した企業でもサービス業が 73 社（構成比 30.8％）で最多となり、卸売業（53 社）も 50 社

を上回った。前年との比較では、製造業、卸売業、サービス業の 3業種が 10 社以上増加。この結

果、転出超過が最も大きいのは製造業（28 社）となった。Ｍ＆Ａによるグループ再編や、新工場

の開設に伴う移転などのほか、業績悪化から経費圧縮のため賃料の低い地域への移転などがみら

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．年商規模別 ― 転入・転出企業ともに約 8 割が年商 10 億円未満 

2019 年に大阪府に転入した企業を年商規模別でみると、1 億円未満が 71 社（構成比 44.4％）、

1 億円以上 10 億円未満が 57 社（同 35.6％）。一方、転出企業では 1 億円以上 10 億円未満が 106

社（同 44.7％）、1億円未満が 94 社（同 39.7％）となり、転入・転出企業ともに年商 10 億円未満

の企業が約 8割を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成⽐ 構成⽐ 社数 構成⽐

（社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％）

建設 23 (△1) 14.4 24 13.8 28 (+1) 11.8 27 14.1

製造 10 (△8) 6.3 18 10.3 38 (+14) 16.0 24 12.6

卸売 29 (△1) 18.1 30 17.2 53 (+14) 22.4 39 20.4

⼩売業 21 (+1) 13.1 20 11.5 21 (+6) 8.9 15 7.9

運輸・通信 6 (△2) 3.8 8 4.6 12 (+2) 5.1 10 5.2

サービス 56 (△7) 35.0 63 36.2 73 (+11) 30.8 62 32.5

不動産 12 (+5) 7.5 7 4.0 12 (+3) 5.1 9 4.7

その他 3 (△1) 1.9 4 2.3 0 (△5) 0.0 5 2.6

160 (△14) ― 174 ― 237 (+46) ― 191 ―転⼊ / 転出社数 合計

転出社数転⼊社数

業種別 2019

社数

2019

社数

20182018

構成⽐ 構成⽐ 社数 構成⽐

（社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％）

1億円未満 71 (+26) 44.4 45 25.9 94 (+24) 39.7 70 36.6

1-10億円未満 57 (△24) 35.6 81 46.6 106 (+16) 44.7 90 47.1

10-100億円未満 27 (△7) 16.9 34 19.5 27 (+3) 11.4 24 12.6

100億円以上 5 (△6) 3.1 11 6.3 8 (+8) 3.4 0 0.0

160 (△14) ― 174 ― 237 (+46) ― 191 ―転⼊ / 転出社数 合計

年商規模別

転⼊社数 転出社数

2019 2018 2019 2018

社数 社数
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5．まとめ 

調査の結果、大阪府の本社移転は 38 年連続で転出超過となったことが判明した。転出超過社数

は 77 社と、大阪・関西万博の開催決定やカジノを含む統合型リゾートの誘致推進の盛り上がり、

来阪外国人旅行者の増加などが大きく寄与し、過去最少を記録した前年（17 社）から 60 社増加。

2011 年（96 社）以来、8年ぶりの高水準となった。とりわけ、製造業の転出超過（28 社）が前年

（6社）や前々年（10 社）を大きく上回った点は注目すべきだろう。 

今後の本社移転動向を見通すにあたり、過去の状況を振り返ると、大阪府は景気後退期に転出

超過社数が膨らむ傾向が見てとれる。2020 年に入り、新型コロナウイルス感染拡大に伴い景況感

は大きく悪化。「ＴＤＢ景気動向調査」によると、大阪府の景気ＤＩは 2020 年 1 月時点で 40.3 だ

ったが、5 月時点では 24.2 まで急落しており、1 年後の先行き見通し（36.7）も 1 月の水準に届

かない見通しとなっている。そのため、本社の移転については、転出超過に振れる公算が大きい

と言えよう。 

さらに、各企業において「新常態（ニューノーマル）」への対応が模索されるなか、三大都市圏

（東京、大阪、名古屋）を中心に、地方部への本社移転や拠点分散化などの動きが本格化する可能

性がある。特に、在宅ワークやテレワーク、Ｗｅｂ会議などがなじみやすい大企業や一部のサー

ビス業などでは、そのような働き方に対する認識に変化も見られている。2020 年以降の本社移転

については、従来の常識が当てはまらない結果となる可能性もあろう。 

【 内容に関する問い合わせ先 】 

株式会社 帝国データバンク  大阪支社 担当：升野 大 

 TEL 06-6441-3100  FAX 06-6445-9532 
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